
 九州旅客鉄道株式会社 取締役専務執行役員の前田です。皆様、本日はお忙しい中、お集まりいただ
き、誠にありがとうございます。 

 



 まずはじめに、今回の決算発表につきまして、株主・投資家をはじめ皆様に多大なご迷惑をお掛
けしたことを深くお詫び致します。 

 

 決算発表が約1ヶ月ほど遅延した要因であります当社連結子会社であるJR九州住宅株式会社で発生
した不正行為についてご説明いたします。 

 

 当社子会社であるJR九州住宅の従業員が住宅ローンの融資に関する資料を偽造し、金融機関に過
剰に融資をさせたとことが判明しました。 

 

 これを受けまして、当社では10月10日第三者委員会を設置し、11月30日に同委員会より調査報
告書を受領しました。 

 

 結果として、71件の精査対象案件のうち、55件で不適切な融資申請が行われていました。当事者
のコンプライアンス意識の欠如、歪んだ「顧客優先」の発想、目標達成のプレッシャーなど、JR
九州住宅の企業風土が不正の原因となったと考えられています。 

 

 今回の不正行為における当社グループへの業績への影響ですが、第2四半期決算において26百万
円の特別損失を計上しており、四半期報告書に記載されている通り、影響は軽微であります。 

 

 次のページをご覧ください。 

 



 本件行為が生じた原因として、コンプライアンス教育が十分でなく、その意識が極めて希薄であっ
たこと、各種管理体制が未整備又は不十分であったことが挙げられます。第三者委員会の調査報告
書で指摘を受けた事項を真摯に受け止め、再発防止策に取り組み、従業員のコンプライアンス意識
の向上やガバナンス強化に努めてまいります。 

 

 具体的な再発防止策として、JR九州グループのコンプライアンス教育の徹底、JR九州住宅の管理体
制の強化・充実、JR九州住宅の風通しの良い社内風土の構築、実効的な監査の実施等、JR九州住宅
の人事体制を刷新、取引先企業との意見交換会の実施を決定しました。 

 

 今後はこれらの再発防止策の実施を徹底し、JR九州グループ会社全体で法令順守の強化に努めてま
いります。 

 

 改めて、本件不正行為につきまして、株主・投資家をはじめ皆様に多大なご迷惑をお掛けしたこと
を深くお詫び致します。 

 

 





 本日は、2019年3月期第2四半期決算、通期の業績予想、中期経営計画の進捗状況、次期中計、以上
4点についてお話いたします。 

 

 まず、2019年3月期第2四半期の決算について説明します。 

 

 7ページをご覧ください。 

 





 連結決算の営業収益は、キャタピラー九州の連結子会社化やマンション販売収入の増等により対前年
208億円の増収となりました。 

 

 営業利益は対前年4億円の増益となりました。 

 

 経常利益はJR九州の投資有価証券の運用益等により対前年10億円の増益となりました。 

 

 親会社株主に帰属する四半期純利益は、今年度発生した「平成30年7月豪雨」の災害による損失を計
上したものの、昨年度発生した災害に伴う損失の減等により32億円の増益となりました。 

 

 また、EBITDAは、対前年で24億円増加しました。 

 

 詳細については、8ページをご参照ください。 

 

 次にセグメント別の実績について説明いたします。9ページをご覧ください。 

 





 主なセグメントについて、説明します。 

 

 運輸サービスセグメントについては、鉄道旅客運輸収入の増はあったものの、JR九州の減価償却費
の増等により、増収・減益となりました。 

 

 駅ビル・不動産セグメントについては、マンション販売収入の増等により増収・増益となり、
EBITDAも増加しました。 

 

 流通・外食セグメントについては、ドラッグストアやコンビニエンスストアの新規出店等により増
収となったものの、経費の増等により減益となり、EBITDAも減少しました。 

 

 その他セグメントについては、キャタピラー九州の連結子会社化、及び昨年度開業したJR九州ホテ
ルブラッサム那覇の平年度化などにより増収・増益となり、EBITDAも増加しました。 

 

 続きまして、単体決算について説明します。11ページをご覧ください。 

 



 

 



 営業収益は、マンション販売収入の増などにより対前年24億円の増収となりました。 

 

 営業費用は、人件費の減はあるものの、マンション販売原価の増や固定資産の増に伴う減価償却
費の増等により、対前年で29億円増加しました。 

 

 特別損益は、「平成30年7月豪雨」に伴う災害経費の増加があったものの、平成28年熊本地震の
受取保険金の増、および昨年度発生した災害に伴う損失の減等により、37億円増加しました。 

 

 以上の結果、四半期純利益は対前年63億円の増益となりました。 

 

 13ページをご覧ください。 





 鉄道旅客運輸収入について、新幹線は基礎トレンドが101％程度と堅調であったほか、大河ドラマ放
映の影響等もあり、対前年102.1%となりました。 

 

 一方、在来線は平成30年7月豪雨による影響や昨年梅雨時期の好天の反動等により対前年99%となり
ました。 

 

 続きまして、2018年3月期の通期業績予想について説明します。 

 





 2019年3月期通期業績予想については、2018年8月6日公表の通期予想から変更しておりません。 

 

 なお、セグメント別業績予想については16ページ、単体業績予想については17ページに記載のと
おりです。 

 

 続きまして、各セグメントの状況について説明します。19ページをご覧ください。 
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 セグメント別に、経営状況をレビューいたします。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 グループ全体のベースを形成するのが運輸サービスセグメントです。 

 

 次のページをご覧ください。 



 当社では、イールドマネジメントの一環として、「インターネット列車予約サービス」の利用促進
に取り組んでいます。 

 

 今年度のネット予約件数は対前年を上回り、堅調に推移しております。 

 

 現在、九州新幹線の乗車率は50%程度であり、乗車率の向上の余地があります。 

 

 引き続き、ネット予約の新規のお客さま開拓やインバウンドの取り込みに努めます。 

 

 次のページをご覧ください。 



 インバウンド需要を取り込むべく、外国人観光客専用の九州内乗り放題商品である「JR九州レール
パス」の販売促進に向けて、航空会社等との連携や専用予約サイトにおいてレールパスの事前購入
および指定席事前予約サービスを提供する等により、前年度を上回る販売数で推移しています。 

 

 現在運輸収入に占めるインバウンドの割合は3%程度であり、韓国、台湾、香港、中国のお客さまが
メインとなっています。 

 

 九州への訪日中国人のほとんどはクルーズ船の利用がほとんどでありましたが、近年はFITが増えて
いることもあり7月にアリババグループと戦略的提携を行いました。 

 

 アリババグループのFliggy（フリギー）という旅行サイトで当社商品を販売しているほか、アリババ
グループは今年度下期で5万人を送客目標としています。 

 

 次のページをご覧ください。 



 近年の九州は災害が多く、「熊本地震」、「平成29年7月九州北部豪雨」、「平成30年7月豪雨」
では当社沿線でも被害が発生しました。 

 

 昨年7月の九州北部豪雨で不通となっていた久大本線と日田彦山線ですが、久大本線については、
今年7月14日に運転を再開し、復旧前の状況に概ね戻りました。 

 

 また、日田彦山線については、1年以内を目標に結論を出すべく、地元自治体と議論を重ねていま
す。 

 

 今年７月の豪雨では、筑豊本線の一部区間が不通になりましたが、今年度末の復旧を目指してお
ります。なお、「平成30年７月豪雨」では総額で約17億円の災害経費を計上しております。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 駅ビル不動産セグメントは、当社グループで、鉄道とともに柱となるセグメントです。 

 

 次のページをご覧ください。 



 駅ビル事業は、九州の主要駅を中心に展開しており、駅ビルを核とした魅力的でにぎわいの溢れる
まちづくりを行い、当社グループの価値向上や地域経済の活性化に努めています。 

 

 JR博多シティをはじめとした主要駅ビルテナントの売上高は、今年度も堅調に推移しております。 

 

 また、現在の中期経営計画期間における設備投資額の増額要素でもある賃貸マンションは、戸数、
売上ともに着実に伸ばしてきており、入居率も高い水準で推移しています。 

 

 今後も積極的に新規開発を推進し、安定した収益を確保できるよう努めてまいります。 

 

 次のページをご覧ください。 



 今後の主なパイプラインになりますが、熊本、宮崎、鹿児島、長崎の九州各主要都市での駅を中
心とした開発を予定しています。 

 

 中でも2021年春の開業を目指している熊本駅開発は駅ビルだけでなく、ホテル、住居系等の複合
開発を計画しています。これまで培ってきたノウハウを活用して、駅周辺のまちづくりを進めて
まいります。 

 

 次のページをご覧ください。 



 流通・外食セグメントについて、新規出店の継続により増収基調であるものの、一部業態によっては
、オーバーストアの傾向も見えており、今後の出店政策がこれまで以上に重要となってきます。 

 

 スクラップ・アンド・ビルドによる収益性管理のみならずセルフレジの導入やRPA等を活用したコス
ト削減を徹底していきます。 

 

 次のページをご覧ください。 

 



 続いて建設セグメントについてですが、収入規模は大きいものの、利益貢献は限定的となっています。 

 

 全般的には、好況による需要増の恩恵を受けておりますが、建設資材の価格高騰など、利益変動要因も
小さくありません。 

 

 次のページをご覧ください。 

 



 その他セグメントについては、堅調なホテル部門および、買収したキャタピラー九州の構成比が大半
を占めております。 

 

 次のページをご覧ください。 



 ホテル事業については、現在の客室数は16施設の合計で3,000室を超えています。 

 

 インバウンド需要の拡大により外国人宿泊客も大幅に増加する中、事業収入も確実に伸びており、稼
働率、ADRともに堅調に推移しています。 

 

 新たな事業への取り組みとして、昨年10月にキャタピラー九州の株式を取得しました。当社グループ
になったことで九州内のシェアが向上しています。金融子会社を活用したレンタル事業の拡大、鉄道
車両や機械設備の製造保守分野での連携強化によりシナジーの創出に取り組んでいます。 

 

 今後も既存事業の周辺事業や、JR九州グループの強みを活かせる分野については、積極的にM&Aを
検討していきます。 

 

 次のページをご覧ください。 

 



 中期経営計画の進捗状況および次期中期経営計画について説明いたします。 

 

 次のページをご覧ください。 



 当社グループは、鉄道事業を中核としております。 

 

 鉄道は、『安全と信頼』を基盤に、『集客力』を発揮して、『安定したEBITDA』を創出してきました。 

 

 この三つの要素が、不動産事業や流通・外食事業の需要を生み出し、沿線経済も繁栄してきました。 

 

 それが、また鉄道のお客さまとして還流してくる好循環を創ってきました。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 現中期経営計画においては、鉄道事業、駅ビル不動産事業をはじめ多くの施策に取り組んできました。 

 

 鉄道事業においては、毎年災害に見舞われたにもかかわらず、ネット販売の強化等による増収施策のほ
か、省エネ車両の導入、7%の列車キロ削減したダイヤの見直し、SSS等による効率化を進めた結果、
昨年度の運輸収入は過去最高となりました。 

 

 駅ビル不動産事業においては、JRJPビル等のオフィスビルの開発や初の沿線外での都市開発である六本
松開発を行いました。毎年500戸程度の分譲マンションを安定的に供給しています。また、最近は賃貸
マンションの開発に力を入れています。那覇やタイでホテルを開業しました。 

 

 次期中期計画以降も引き続き、積極的に新規開発を推進し、安定した収益の確保に努めてまいります。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 

 



 中期経営計画において、2019年3月期における連結営業収益4,000億円、連結EBITDA780億円を
目標としておりましたが、計画2年目の2018年3月期において、営業収益およびEBITDAの数値目
標を達成しました。 

 

 計画最終年度となる2019年3月期についても、業績予想でお示ししたように、2018年3月期を越
える営業収益およびEBITDAを目指していきます。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 



 次に設備投資額について説明します。 

 

 当初3ヵ年の連結設備投資総額として1,900億円を計画しておりましたが、現時点で3ヵ年の設備投
資総額は中期経営計画を大きく上回る2,390億円を計画しています。 

 

 成長投資は当初800億円を見込んでいましたが、1,337億円になりました。主な増加理由は、賃貸
マンション、博多駅前二丁目開発、タイビジネスです。 

 

 今後も、すべての事業の根幹である鉄道事業の基盤強化に必要な安全投資に継続的に取り組みなが
ら、まちづくりや地域のにぎわいづくりに資する成長投資を積極的に実施していきます。 

 

 次のページをご覧ください。 

 



 配当政策について説明します。 
 

 当社は、2019年3月期までの間は、連結配当性向30％程度を目安に、安定的な1株当たり配当を目
指すことを基本方針としております。 
 

 1株当たり年間配当額は、2019年3月期においては1株当たり83円の配当を予定しております。 
 

 来期以降の配当政策については、投資家、アナリストの皆様からのご意見を参考に検討していると
ころであります。 
 

 次のページをご覧ください。 



 現在の中期経営計画を総括したものになります。 

 

 次のページをご覧ください。 

 

 

 

 



 2020年3月期からの次期中期経営計画策定にあたり、押さえておくべきポイントを記載しております
。 

 

 第一に、費用構造が変化している局面であることです。減価償却費が逓増、税制特例措置の期限切れ
という損益悪化要因となりますが、当面、単体の要員減少による生産性改善効果が続く見込みです。 

 

 第二に、自然災害に脆弱である鉄道インフラを、さらに強靭化いたします。必要な箇所には、傾斜的
に大規模修繕工事を実施し、地球環境保全に配慮した次世代車両の開発も行います。 

 

 第三に、キャッシュフローマネジメントを徹底し、財務運営方針を確立いたします。引き続き鉄道と
都市開発には投資を継続していくため、インフローを極大化し、投資機会を逃さないため、充実して
きたデットキャパシティも活用いたします。当面は、投資余力の拡充を優先し、資本蓄積を充実いた
します。 

 

 次のページをご覧ください。 

 



 次期中期経営計画策定にあたっての検討をまとめました。 

 

 2019年3月期を最終年度とする経営計画をレビューし、改めて事業リスクを再検証しました。 

 前提条件として、見えている費用構造の変化を織り込みます。また、持続的成長を目指し、安定した 

 キャッシュインフローを生み出すことが必要条件となります。 

1) 鉄道事業の安定したキャッシュフロー創出力を一層強化いたします。 

2) 都市開発事業の収益力の拡大を図ります。 

3) 新しい事業領域での利益機会を創出します。 

 これらにより、連結EBITDA極大化を目指します。そのために、当社グループとして進めて 

 いくべき事案として、 

1) 自然災害に強い鉄道インフラの構築 

2) 九州内外での都市開発のパイプライン構築 

3) M&Aなど経営手法の多様化 

 など、規律あるキャッシュアウトフローを管理を行います。 

 

 2016年10月の完全民営化は、経営裁量を拡大させるとともに自己責任の徹底、事業機会を逃さない機
動的な投資、デットキャパシティを活用した財務運営を実現しました。 

 

 グループ継続性の基礎を整え、成長ステージに応じて、株主へ利益分配も検討していきます。 

 

 以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 

 


























